
① 提出書類

◆ 提出書類６・７『災害時協定書の写し』『従事者報告書』　※協定締結時のみ

◆

・

・

・

住民票（写し）は令和７年４月１日以降かつ６か月以内に取得したものを提出して下
さい。

事業計画書の提出について

　「提出書類一覧（事業計画書提出時）」に記載されている書類を提出してください。記
入に当たっては、「記入上の注意点」をご参照ください。

　なお、事業計画書提出時に提出した書類のうち、提出書類５から７までについては、そ
の内容に変更がない場合には、それ以降の提出は不要です。

　区と締結した災害時協定書の写しを提出してください。その際、協定書締結時に提出
した、「災害の発生時等における利用者の安否確認と避難誘導及び要配慮者に対する支
援の提供を行う従事者報告書」の写しもあわせて提出してください。

提出書類Ａ『賃貸借契約書（写し）』、Ｂ『入居確認及び雇用証明書』及びＣ『住民票
（写し）』

　また、現時点では「災害時協定書」未締結の場合でも、区と協議中等である場合には
予定とし、事業計画書を提出することができます。その場合には、提出書類６・７に代
わるものとして、協議中等であることを確認できる書類（任意様式）を提出してくださ
い。「災害時協定書」を締結した後は、提出書類６・７を交付申請時に提出してくださ
い。

　なお、交付申請時に「災害時協定書」を締結していない場合は、災害要件なし（補助
率1/2）となりますのでご注意ください。
　締結までには、１か月程度の時間がかかりますので、お早めにご相談ください。

　また、住民票の取得及び提出にあたっては、以下の点にご留意ください。

氏名・生年月日・性別・住所・住所を定めた日（転入日等）が記載されている本人の
みの住民票（個人票・世帯一部等）を取得してください。

個人番号（マイナンバー）、住民票コード（住基ネットの番号）、本籍地、筆頭者の
記載がないものをご用意ください。これらの記載があるものは受理できません。

　事業計画書提出時に宿舎及び対象者が未定の場合は提出不要ですが、最終的に交付申
請時までには提出していただきます。

宿舎及び対象者は、交付申請書提出時までには確定させてください。

交付申請の時点で宿舎及び対象者が未定の場合は、助成金の申請はできません。



◆

※東京都助成金の対象事業所のみ

・

・

・

② 事業計画書受付期間

令和８年１月２３日（金）まで

※東京都助成金の対象事業所のみ

・ 提出書類 ア 「東京都へ提出した令和７年度事業計画書（写し）」

→

・ 提出書類 イ 「東京都から受理した令和７年度助成内示書（写し）」

→

③ 個人情報について

④ 提出先・お問い合わせ先

〒120-8510 足立区中央本町１－１７－１　足立区役所北館1階

足立区福祉部高齢者施策推進室 介護保険課 介護事業者支援係 TEL 03-3880-5727

FAX 03-3880-5621

⑤ 提出方法

直接持参または郵送にて提出してください。

都への交付申請が（宿舎等が未定のものも含めて）上限に満たない場合は、区への協
議書は受理しません（東京都に申請しないまま受付期間を過ぎてしまったため、区の
方で申請するということはできません）。

提出書類ア『東京都へ提出した令和７年度東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金
の事業計画書（写し）』及び提出書類イ『東京都から受理した令和７年度東京都介護職
員宿舎借り上げ支援事業助成金の内示書（写し）』

　東京都の介護職員宿舎借り上げ支援事業の対象となる事業所につきましては、東京都
の借り上げ支援事業の上限（定員数に応じて４戸から最大２０戸まで）を超えて宿舎を
借り上げた場合に限り、当該超えた分について助成の対象とします。（１事業所につき
４戸まで。）
　このため、東京都の助成金の申請内容を確認する必要があるため、東京都へ提出した
事業計画書（都様式1及び1-2～1-4）の写し及び東京都から受理した内示書の写しを
提出してください。

東京都の借り上げ支援事業の上限まで協議していることが確認できる内容のものを提
出してください。（事業計画の時点では、宿舎等が未定のものが含まれていても可）

対象職員の個人名等を区に提供することについて、必ず本人の同意を得てから計画書を提
出するようにしてください。

令和７年１０月以降に、東京都から助成内示書を受理し次第、速やかに別途提出
してください。

東京都の交付申請に計上した借り上げ経費については、区へ提出する事業計画書には
計上しないでください。（同一の経費について都の助成金と重複して助成はしませ
ん。）

ただし、下記の書類については以下の期日までに別途提出してください。

東京都へ未提出の場合は、都へ事業計画書を提出し次第、速やかに別途提出して
ください。



１　「事業計画書」（様式１－１）

法人の総括表になります。

事業所別に作成する様式１－２ をとりまとめ、記入してください。

・

※その他の書類についてもすべて印鑑証明書と同じ印鑑を使用してください。

・ 法人の事務取扱者を必ず記入してください。

・

２　「事業計画書（事業所別）」（様式１－２）

事業所別の総括表になります。

宿舎別に作成する様式１－３ をとりまとめ、記入してください。

・

・

・

３　 「事業計画書（宿舎別）」（様式1-3）

最初にこの様式から作成していただくことをお勧めします。

・

・

・

・

シェアハウス等、１つの宿舎に複数名が居住している場合、入居者氏名及び助成期間欄
には代表１名について記入し、その他の入居者の氏名等は右欄に記入してください。こ
の欄に収まらない場合には、様式下部の備考欄に記入してください。

宿舎が未定の場合は、住所欄に未定と記入し、助成期間は予定日を、経費等は予定額を
記入してください。入居者が未定の場合も同様です。

宿舎が未定の場合は、基準額（１月あたり８２，０００円）により算出してください。

事業計画書記入に当たっての注意点

代表者印※を必ず押印してください。なお、提出書類５『法人の印鑑証明書（原本）』
と同じ印鑑をご使用ください。

区から送付する通知文等の送付先として法人所在地と異なる場所を希望される場合に
は、送付先住所を記入してください。

宿舎を検討中で住所が記入できない場合や入居者が決まっていない場合には、予定とし
て事業計画書を提出することができます。その場合、該当する欄には「未定」と記入し
てください。

宿舎に変更があり、同一宿舎番号が記載された様式１－３が複数ある場合には、それら
の計画書に記載されている助成対象額を合算のうえ、本様式の助成対象額欄に記入して
ください。

事業所が複数ある場合には、事業所毎に作成をしてください。

事業所別の総括表（様式1-2）を作成する基となる宿舎別の計画書になります。

この借り上げ支援事業は、災害時等において支援等を提供する１事業所につき４戸が上
限ですので、右上の「宿舎番号」欄には１から４までの番号を記入してください。宿舎
の変更があった場合には、新たに事業計画書（宿舎別）を作成し、どの宿舎の変更分か
がわかるよう同じ宿舎番号を記入してください。

※はじめに「事業計画書（宿舎別）」（様式1-3）から作成することをおすすめします



◆ １番から５番の書類は、提出必須です。

（６・７は災害時協定締結時必要。但し、区と協議中等である場合に限り後日提出可。）

◆ ABCの書類は、現時点で宿舎及び入居者が確定している場合には提出が必須です。

（前年度に提出していても、新たに提出が必要です。）

◆

アの書類は、すでに東京都へ令和７年度助成金の事業計画書を提出済みの場合には提出が必須です。

（未提出の場合は、都へ提出し次第、別途提出してください。）

イの書類は、東京都から令和７年度助成金の内示書を受領し次第、別途提出してください。

◆ 事業計画の提出にあたり、下記の太枠内を記入し提出してください。

法人名

番号 様式等 提出部数
提出時

チェック欄
※

備考

1 本表 １ 　部 ✔

2 様式 1 １ 　部 ✔
法人の総括表
１部提出

3 様式 1-2 １ 　部 ✔ 事業所が複数ある場合
は各１部提出

4 様式 1-3 ４ 　部 ✔
１宿舎１部提出
１事業所につき４戸
（４宿舎）まで

5 １ 　部 ✔

6 １ 　部 ✔

7 １ 　部 ✔
災害時協定書締結
時に提出する書類に
なります

A 任意様式 ４ 　部 ✔

B 様式 1-4 ４ 　部 ✔

C ４ 　部 ✔

(都様式1) １ 　部 ✔

(都様式1-2) １ 　部 ✔

（都様式1-3～4） １ 　部 ✔

イ 部

◆ その他必要に応じて、書類の提出をお願いすることがあります。

賃貸借契約書（写し）

入居確認及び雇用証明書

住民票（写し）
入居者本人のもの１通
（本籍・続柄・マイナンバーの全てを省略したもの）
※令和7年4月1日以降かつ6か月以内に取得したもの

東京都助成金の
対象事業所のみ

①事業計画書（写し）

②事業計画書・ア福祉避難所別、イ災害時協定
締結事業所別、ウ事業所別（写し）

③事業計画書・宿舎別（写し）

東京都から受理した令和７年度東京都介護職員宿
舎借り上げ支援事業助成金の内示書（写し）

ア

東京都へ提出した令和７年度東京都介護職員宿舎
借り上げ支援事業助成金の事業計画書（写し）

足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業
提出書類一覧

事業計画書

事業計画書（事業所別）
（1事業所につき１部）

事業計画書（宿舎別）

災害時協定書（写し）

　法人の印鑑証明書（原本）
   　※令和７年４月１日以降に取得したもの

災害の発生時等における利用者の安否確認と避難誘
導及び要配慮者に対する支援の提供を行う従事者報
告書（写し）

提出書類

令和７年度　足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  提出書類一覧

（事業計画書提出時）

アイの書類は、東京都の介護職員宿舎借り上げ支援事業の対象となる場合のみ提出してください。（対象外
の場合は提出不要）

○○○法人　　○○○○

※提出の必要がない場合は、
   斜線をひいてください。

東京都から内示書を受理し次第、

別途提出してください。

記 入 例

提出書類を確認のうえ、法人
担当者が部数及び✔を入れ
てください。

東京都へ事業計画書をすでに提出済
みの場合には提出が必須です。
（未提出の場合は、都へ提出し次第、
別途提出してください。）



様式第１号（第５条関係）

令和　　年    月    日

（提出先）足立区長

　足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金交付要綱に基づき、下記のとおり提出いたします。

1 助成対象額                      金 円

2 内訳

1 939,000 円

2 円

3 円

4 円

5 円

939,000 円

3

4

5

   TEL：０３－○○○○－○○○○

〔書類送付先〕  ＊通知文送付先が上記法人所在地と異なる場合は記入してください。
〒

区記入欄

e-mail abcdefghi@○○○○.com

送付先住所

ふ り が な ○○○○　○○○○

氏     名 ○○　○○

連絡先         FAX：０３－○○○○－○○○○

事業計画書（事業所別） [様式第１号の２]

事業計画書（宿舎別） [様式第１号の３]

添付書類（提出書類一覧にある必要書類）

〔事務取扱者〕

所    属 ○○部　○○課

合         計

グループホームホーム　○○○

　　　　令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  事業計画書

記  

939,000

事業所名 助成対象額 備考

法 人 名 ○○○法人　　○○○○

法　　人
所 在 地

東京都○○区〇〇町○丁目○○番○○号

代 表 者
職 氏 名

理事長　○○　○○ 印印

記 入 例

印

印鑑証明書と同じ印を
押印してください。

この欄は、エクセルで入
力した場合は、自動計算
のうえ入力されます。

様式１－２の「助成対象
額」を転記してください。

Ⓐ

事業所別に記入してください。
様式第１号－２が１枚の場合は、１行
のみ記入することになります。

この欄は、エクセルで入
力した場合は、自動計算
のうえ入力されます。

必ず記入してください。

通知文の送付先を法人所在地
ではなく、事業所等とする場合
に記入してください。法人所在
地と同じ場合は記入不要です。

mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com


様式第１号の２（第５条関係）

（提出先）足立区長
令和　　　年      月      日

法 人 名

1  助成対象額 金　 円

2  内訳

事 業 所 名 

所   在   地 

１ ○○　○○ 円

２ △△　△△ 円

３
◇◇　◇◇（～１／３１）

未定（２／１～）
円

４ □□　□□ 円

円

（注）

※

合      計 939,000

様式第１号の３の「１ 助成対象額」を、対応する宿舎番号の欄に記入してください。なお、宿舎・入居者の変更により同一宿舎番号の宿舎別事業計画書が複数ある場合は、その合
計額を記入してください。

事業所が複数ある場合は、事業所毎にこの事業計画書を作成してください。

東京都足立区××町×丁目×番×号　××アパート○○○号室 140,000
◇◇ ◇◇（入居者氏名）は　１
月３１日退職予定
２月１日より未定で申請

未定 200,000

東京都足立区〇〇町○丁目○○番○○号　○○マンション○○○号室 175,000

東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△莊△△△号室（～６／４）
東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△ハイツ△△号室（６／５～） 424,000 ６／５転居

○○○法人　　○○○○

　　　　令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  事業計画書（事業所別）

939,000

グループホーム　○○○

東京都足立区○丁目○○番○○号

宿舎
番号

宿舎住所
（建物名・部屋番号まで記載すること）

入居者氏名
助成対象額

（注）
備考

記 入 例 ※１事業所につき１部作成してください。

この額を様式１のⒶ欄「助成対
象額」へ転記してください。

様式１－３のⒸ欄「助成対
象額」を転記してください。

Ⓑ

宿舎が未定の場合は、その旨
を記入してください。

転居や退職等により、宿舎住所や入居者が変更（予
定）となり、様式１－３が複数ある場合は、同宿舎番号
内に２段書き等にし、行は増やさないでください。ただ
し、助成対象額は合算して記入してください。

この欄は、エクセルで入
力した場合は、自動計算
のうえ入力されます。



様式第１号の２（第５条関係）

（提出先）足立区長
令和　　　年      月      日

法 人 名

1  助成対象額 金　 円

2  内訳

事 業 所 名 

所   在   地 

１ ○○　○○　他１名 円

２ 円

３ 円

４ 円

円

（注）

※

宿舎
番号

宿舎住所
（建物名・部屋番号まで記載すること）

入居者氏名
助成対象額

（注）
備考

○○○法人　　○○○○

　　　　令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  事業計画書（事業所別）

444,000

グループホーム　○○○

東京都足立区○丁目○○番○○号

東京都足立区〇〇町○丁目○○番○○号　○○ビル○○○号室 444,000

合      計 444,000

様式第１号の３の「１ 助成対象額」を、対応する宿舎番号の欄に記入してください。なお、宿舎・入居者の変更により同一宿舎番号の宿舎別事業計画書が複数ある場合は、その
合計額を記入してください。

事業所が複数ある場合は、事業所毎にこの事業計画書を作成してください。

記入例 ※シェアハウスの場合

様式１－３のⒸ欄「助成対
象額」を転記してください。

この額を様式１のⒶ欄「助成対
象額」へ転記してください。

代表者氏名及び居住人数（他〇名）を記入してくださ
い。

Ⓑ

この欄は、エクセルで入
力した場合は、自動計算
のうえ入力されます。



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

1

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 300,000

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

支払年月日 R7 ・ 5 ・25
支   払   額 80,000

0 0 0 0 0 0 0 81,000 81,000 81,000 81,000 81,000 405,000

10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 50,000

0 0 0 0 0 0 0 71,000 71,000 71,000 71,000 71,000 355,000

0 0 0 0 0 0 0 71,000 71,000 71,000 71,000 71,000 355,000

0 0 0 0 0 0 0 62,000 62,000 62,000 62,000 62,000 310,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

○○○法人　　○○○○

法人負担額 [c]
 （a-b）

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

16,000

賃借料

共益費（管理費）

1  助成対象額 310,000

2  内訳

種別

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 ○○　○○ シェアハウス等、対象者が複数で居
住している場合、左欄以外の対象者
氏名及び助成期間をここに記入してく
ださい。
（例 ）○○　○○
　　　（R7.11.1～R8.3.31）

80,000

合計 [a]

入居者負担額 [b]

16,000 16,000 16,000 16,000
礼金及び更新料等

助成期間
令和　７ 年　１１ 月　１ 日

令和　８ 年　３ 月３１ 日

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区〇〇町○丁目○○番○○号　○○マンション○○○号室

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

記 入 例 ※ 基 本 的 な も の ※宿舎毎に記入してください。

様式１－２の宿舎番号（１から４
まで）を記入してください。

実際の助成期間に関わらず、本年度における助成期間
開始日と終了日を記入
※新規宿舎における助成期間の開始日は

（１）雇用確認書の採用日（入職日）
（２）賃貸借契約書の契約期間の開始日
（３）住民票の住定日（転入日、転居日等）
（４）災害時協定締結日 ※災害要件なしの場合を除く

上記（１）～（４）の遅い日の翌月初日からとなります。
月の途中の助成開始日は不可

この額を様式１－２のⒷ欄「助
成対象額」へ転記してください。

端数処理された対象月毎の合
計に関わらず、合計額は実支
出額となります。

当該年度の経費として支払った礼金等については、当該年度内の月数で礼
金等を除した額を各月に振り分けます。
この記入例の場合は、８０，０００円を助成対象月数（11月～３月の5か月）
で除し、各月に計上します。
なお、各月の小数点以下は切り捨てのため、その合計は支払額とは一致し
ません。

網掛けの欄は、エクセルで入力した場
合は、自動計算のうえ入力されます。

礼金等を計上する場合は、
必ずこの欄に支払額を記
入してください。

直線距離を記入してください。

Ⓒ

災害時協定締結の有無を選択してください
はい(補助率7/8) いいえ(補助率1/2)



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

2-1

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

65,000 65,000 8,664 138,664

5,000 5,000 664 10,664

支払年月日 ・    ・
支   払   額

70,000 70,000 9,328 0 0 0 0 0 0 0 0 0 149,328

10,000 10,000 1,332 21,332

60,000 60,000 7,996 0 0 0 0 0 0 0 0 0 127,996

60,000 60,000 7,996 0 0 0 0 0 0 0 0 0 127,996

52,000 52,000 6,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 110,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

６月５日転居（転居後は別紙にて申請）

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

○○○法人　　○○○○

0

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

賃借料

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 △△　△△
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　７ 年　４ 月　１ 日

令和　７ 年　６ 月４ 日

1  助成対象額 110,000

2  内訳

種別

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△莊△△△号室

記 入 例 ※転 居 し た 場 合 （ 転 居 前 ）

原則として、転居後の住民票
（定住日（転居日・転入日））
の前日

契約日が月の途中の場合や、月の途中で転居した場合の日割り額については、
実際に支払った額と日割り計算された額とを比較して少ない方の額を記入してく
ださい。
日割り計算は、日を単位として小数点以下切り捨てとします。
（計算例） 賃借料65,000円÷30日（6月）≒2,166円 ←この時点で小数点以下切り捨て

1日2,166円×4日（6月1日～4日）＝8,664円

※共益費も同様に計算してください。

転居後と合算した額が補助上限額(災害時協定事業所71,000円・災害要
件なし事業所41,000円)を超過する場合は、担当まで連絡してください。

転居した旨を記入してください。

この額と、転居後の様式１－３
の同欄額を合算し、様式１－２
のⒷ欄「助成対象額」へ転記し
てください。

枝番を記入
転居前［-1』転居後｢-2｣

Ⓒ



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

2-2

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

60,658 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 70,000 690,658

5,200 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 59,200

支払年月日 R7.5.25
支   払   額 70,000

0 0 72,858 83,000 83,000 83,000 83,000 83,000 83,000 83,000 83,000 83,000 819,858

8,658 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 88,658

0 0 72,858 74,342 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 731,200

0 0 72,858 74,342 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 73,000 731,200

0 0 63,000 65,000 63,000 63,000 63,000 63,000 63,000 63,000 63,000 63,000 632,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

7,000 7,000 70,000

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,0007,000

共益費（管理費）

礼金及び更新料等
7,000

賃借料

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 △△　△△
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　７ 年　６ 月　５ 日

令和　８ 年　３ 月３１ 日

1  助成対象額 632,000

2  内訳

種別

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△ハイツ△△号室

○○○法人　　○○○○

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名

記 入 例 ※転 居 し た 場 合 （ 転 居 後 ）

この額と、転居前の様式１－３
の同欄額を合算し、様式１－２
のⒷ欄「助成対象額」へ転記し
てください。

原則として、転居後の住民票
（定住日（転居日・転入日））

日割り計算につ
いては、転居前
の記入例を参照
してください。

礼金等を計上する場合は、
必ずこの欄に支払額を記
入してください。

転居等により礼金等が発生した場合は、当該宿舎にのみ計上してください。

（計算例）
５月に当該宿舎の礼金70,000円を支払った場合は、70,000円を当該宿舎における助
成対象月数（6月から3月までの10か月）で除した額7,000円を、6月から3月に計上す
る。

転居後と合算した額が補助上限額(災害時協定事業所71,000円・災害要
件なし事業所41,000円)を超過する場合は、担当まで連絡してください。

枝番を記入
転居前［-1』転居後｢-2｣

Ⓒ



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

3-1

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

62,000 62,000 62,000 186,000

4,000 4,000 4,000 12,000

支払年月日 ・    ・
支   払   額

0 0 0 0 0 0 0 66,000 66,000 66,000 0 0 198,000

10,000 10,000 10,000 30,000

0 0 0 0 0 0 0 56,000 56,000 56,000 0 0 168,000

0 0 0 0 0 0 0 56,000 56,000 56,000 0 0 168,000

0 0 0 0 0 0 0 49,000 49,000 49,000 0 0 147,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

◇◇　◇◇１月３１日退職により助成対象外（予定）
２月１日以降は入居者未定として別紙にて申請

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

○○○法人　　○○○○

0

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

1  助成対象額 147,000

2  内訳

種別

賃借料

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 ◇◇　◇◇
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　７　年　１１　月　１　　日

令和　８　年  １   月  ３１  日

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区××町×丁目×番×号　××アパート○○○号室

記入例 ※入居者を変更する場合 （変更前）

転居や退職等により助成対象外となる旨、また、その後の予定等を
備考欄へ記入してください。

この額と、変更予定後の様式１
－３の同欄額を合算し、様式１
－２のⒷ欄「助成対象額」へ転
記してください。

転居または退職等により助成
期間が終了する予定日を記
入してください。

枝番を記入
変更前［-1』変更後｢-2｣

Ⓒ



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

3-2

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

62,000 62,000 124,000

4,000 4,000 8,000

支払年月日 ・    ・
支   払   額

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 66,000 66,000 132,000

10,000 10,000 20,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 56,000 56,000 112,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 56,000 56,000 112,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 49,000 49,000 98,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

0

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

賃借料

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 未定
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　８　年  ２  月  １  日（予定）

令和　８　年  ３   月  ３１  日

1  助成対象額 98,000

2  内訳

種別

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区××町×丁目×番×号　××アパート○○○号室（予定）

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名 ○○○法人　　○○○○

記入例 ※入居者を変更する場合 （変更後）

この額と、変更予定前の様式１
－３の同欄額を合算し、様式１
－２のⒷ欄「助成対象額」へ転
記してください。 入居者が確定していない場合

は「未定」と記入してください。

変更前の助成期間終了日
の翌日以降を助成期間開
始日（予定）としてください。

枝番を記入
変更前［-1』変更後｢-2｣

入居者確定後は、交付申請時に「賃貸借契約書（写し）」「入居確認及び雇
用証明書」「住民票（写し）」を提出してください

Ⓒ



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

1

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

いいえ 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 1,080,000

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 60,000

支払年月日 ・    ・
支   払   額

95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 1,140,000

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 240,000

75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 900,000

75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 75,000 900,000

37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 37,000 444,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

0

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

賃借料

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 ○○　○○　他１名
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

△△　△△
　（助成期間）
　開始日：令和7年4月1日
　終了日：令和8年3月31日

助成期間
令和　７　年  ４  月 　 １  日

令和　８　年  ３   月  ３１  日

1  助成対象額 444,000

2  内訳

種別

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区〇〇町○丁目○○番○○号　○○マンション○○○号室

○○○法人　　○○○○

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名

※宿舎毎に記入してください。記入例 ※シェアハウスの場合

この額を様式１－２のⒷ欄「助
成対象額」へ転記してください。

入居者負担額は合算で計上してください。

本例では、〇〇さん10,000円／月と、△△さん10,000円の合算
20,000円を計上

代表者氏名及び居住人数（他
〇名）を記入してください。

代表者以外の氏名及び助成期
間をこの欄へ記入してください。
（書ききれない場合は、備考欄
を使用）

Ⓒ



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

4

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

90,000 90,000 90,000 90,000 90,000 450,000

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

支払年月日 ・    ・
支   払   額

0 0 0 0 0 0 0 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 475,000

0

0 0 0 0 0 0 0 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 475,000

0 0 0 0 0 0 0 82,000 82,000 82,000 82,000 82,000 410,000

0 0 0 0 0 0 0 71,000 71,000 71,000 71,000 71,000 355,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載） 未定

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名 ○○○法人　　○○○○

賃借料

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 □□　□□（予定）
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　７ 年　１１ 月　１ 日

令和　８ 年　３ 月３１ 日

1  助成対象額 355,000

2  内訳

種別

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

0

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

この額を様式１－２のⒷ欄「助
成対象額」へ転記してください。

宿舎が確定していない場合は
「未定」と記入してください。

記入例 ※入居者は確定しているが宿舎が未定の場合

助成額は内示額を超えられないので、「未定」の場合は、
助成対象額は余裕をもって作成してください。

□□ □□（氏名）の後に（予
定）と記入してください

宿舎確定後は、交付申請時に「賃貸借契約書（写し）」「入居確認及び雇用
証明書」「住民票（写し）」を提出してください

Ⓒ



様式第1号の３（第５条関係）

令和　　　　年    月    日

宿舎番号

4

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

いいえ 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

60,000 60,000 60,000 60,000 60,000 300,000

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 25,000

支払年月日 ・    ・
支   払   額

0 0 0 0 0 0 0 81,000 81,000 81,000 81,000 81,000 325,000

0

0 0 0 0 0 0 0 81,000 81,000 81,000 81,000 81,000 405,000

0 0 0 0 0 0 0 81,000 81,000 81,000 81,000 81,000 405,000

0 0 0 0 0 0 0 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 200,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第１号の３）を作成してください。

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区〇〇町○丁目○○番○○号　○○マンション○○○号室（予定）

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　事業計画書（宿舎別）

法  人  名 ○○○法人　　○○○○

賃借料

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 未定
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　７ 年　１１ 月　１ 日

令和　８ 年　３ 月３１ 日

1  助成対象額 200,000

2  内訳

種別

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

16,000 16,000 0

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

16,000 16,000 16,000

この額を様式１－２のⒷ欄「助
成対象額」へ転記してください。

記入例 ※宿舎は確定しているが入居者が未定の場合

助成額は内示額を超えられないので、「未定」の場合は、
助成対象額は余裕をもって作成してください（ただし、書類
作成日以前の日付は不可）。
入居者確定後は、交付申請時に「入居確認及び雇用証明
書」「住民票（写し）」を提出してください。

未定と記入してください 宿舎が確定していな
い場合、予定の日を
入力してください。

住所の末尾に（予定）
と記入してください

Ⓒ



様式第１号の４（第５条関係）

令和○○年○○月○○日

① 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金交付要綱別表第１に定める

介護保険サービス事業所に勤務し、職種は、介護職員、訪問介護員、

サービス提供責任者、生活相談員、支援相談員、介護支援専門員及び

計画作成担当者のいずれかである

② ①の職種として、実労働時間が就業規則に定める常勤職員の所定労働時

間の５割以上である

③ 当該法人の役員ではない

④

※ 斜体字部分は、いずれかを選択し〇をしてください

（甲） 法　 人　 名： 

代表者職氏名： 印

（乙） 氏　　　　名： 印

現　 住　 所：

理事長　○○　○○

△△　△△
東京都足立区○丁目○○番○○号

○○マンション○○○号室

雇 用 期 間 （採用）令和　３年　４月　１日 から   （退職）　　　　年　　月　　日まで

そ の 他

住居手当を受給していない。また、同居人（同一世帯の世帯員等）がいる場

合、その同居人も住居手当を受給していない

○○○法人　　○○○○

入居者負担額 　　月額１０，０００円

助 成 期 間 （開始）令和　７年　１１月　１日 から   （終了）令和　８年　３月３１日まで

勤 務 先 　グループホームホーム　○○○

入居確認及び雇用証明書

　○○○法人　○○○○　を甲、　△△　△△　を乙とする。甲は、乙の雇用について以下の

とおり証明する。また、借り上げ宿舎の入居に関し、甲乙間で以下のとおり確認する。

氏 名 　△△　△△

宿 舎 住 所
　東京都足立区○丁目○○番○○号　　○○マンション○○○号室

（建物名・部屋番号まで記入）

記 入 例
こちらも必ず記入し
てください。

入居者の負担額を記入してください。
（賃料ではありません。）

法人印は印鑑証明書
と同じ印を押印して
ください。



① 提出書類

◆

→

◆ 提出書類５・６『災害時協定書の写し』『従事者報告書』　※協定締結時のみ

　区と締結した災害時協定書の写しを提出してください。その際、協定書締結時に提出
した、「災害の発生時等における利用者の安否確認と避難誘導及び要配慮者に対する支
援の提供を行う従事者報告書」の写しもあわせて提出してください。

※　この従事者報告書に記載された事業所及び従事者が助成対象になります（上限１事
業所あたり４戸）。

※　交付申請時に「災害時協定書」を締結していない場合は、災害要件なし（補助率
1/2）となりますのでご注意ください。

※　締結までには、１か月程度の時間がかかりますので、お早めにご相談ください。

なお、事業計画書提出時に提出し、それ以降に変更がない場合には提出は不要です。

交付申請書の提出について

ＡＢＣの書類は、交付申請時までの提出が必須です。

なお、事業計画書提出時に提出し、それ以降に変更がない場合には提出は不要です。

住民票（写し）は提出時点で取得より６か月以内のものを提出してください。

　事業計画書提出後、区からの内示を受けて、「足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成
金交付要綱」に基づき、書類を作成してください。

　なお、内示通知受領後の交付申請取り止め、交付申請書提出後の申請内容変更について
は、「交付申請変更・廃止届出書（様式第４号）」の提出が必要となる場合があります。
　いずれの場合にも、事前に区へ連絡をしてください。

 「提出書類一覧（交付申請時）」に記載されている書類を提出してください。

 なお、事業計画書提出時の内容から変更し提出することができますが、助成金交付申請額
は内示額を上回ることはできませんので、ご留意ください。

交付申請の時点で宿舎及び入居者が確定していないものについては、助成金の申請はで
きません。

提出書類Ａ『賃貸借契約書（写し）』、Ｂ『入居確認及び雇用証明書』及びＣ『住民票
（写し）』



◆

　　　　　　　※東京都助成金の対象施設のみ

→

・

・

② 交付申請書受付期間

令和８年２月１３日（金）まで　　必着

　　　　　　　※東京都助成金の対象施設のみ

・ 提出書類 ア 「東京都へ提出した令和７年度交付申請書（写し）」

→

・ 提出書類 イ 「東京都から受理した令和７年度助成金交付決定通知書（写し）」

→

③ 提出先・お問い合わせ先

〒120-8510 足立区中央本町１－１７－１　足立区役所北館1階

足立区福祉部 高齢者施策推進室 介護保険課 介護事業者支援係 TEL 03-3880-5727

FAX 03-3880-5621

④ 提出方法

直接持参または郵送にて提出してください。

ただし、下記の書類については以下の期日までに別途提出してください。

令和８年２月以降に、東京都から交付決定通知書を受理し次第、速やかに別途提
出してください。

東京都の交付申請書に計上した借り上げ経費は、区へ提出する交付申請書に重複して
計上しないでください。（同一の経費について都の助成金と重複して助成はしませ
ん。）

提出書類ア『令和７年度東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金の交付申請書（写
し）』及び提出書類イ『令和７年度東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金の交付
決定通知書（写し）』

　東京都の介護職員宿舎借り上げ支援事業の対象となる事業所につきましては、東京都
の借り上げ支援事業の上限（定員数に応じて４戸から最大２０戸まで）を超えて宿舎を
借り上げた場合に限り、当該超えた分について助成の対象とします。（１事業所につき
４戸まで。）

このため、東京都助成金の申請状況を確認する必要があるため、東京都へ提出した交付
申請書（都様式1及び1-2～1-4）の写し及び東京都から受理した交付決定通知書の写
しを提出してください。

東京都の借り上げ支援事業の上限まで宿舎・入居者が既に決まっており、当該宿舎に
ついて都助成金の交付決定を受けていることが確認できる内容であることが必要で
す。

事業計画の際未提出の場合は、東京都へ提出し次第、速やかに別途提出してくだ
さい。



◆ １から４及びDの書類は、提出必須です。

◆

◆ ABCの書類は、交付申請時までの提出が必須です。

なお、事業計画時に提出し、その後変更がない場合は、提出不要です。

◆

アの書類は、東京都へ令和７年度助成金の交付申請書を提出し次第、別途提出してください。

イの書類は、東京都から令和７年度助成金の交付決定通知書を受領し次第、別途提出してください。

なお、事業計画時に提出済の場合は提出不要です。

◆ 交付申請の提出にあたり、下記の太枠内を記入し提出してください。

法人名

番号 様式等 提出部数
提出時

チェック欄
※

備考

1 本表 部

2 様式第3号 部
法人の総括表
です。１部提出
してください。

3 様式第3号-2 部
事業所が複数ある
場合は各１部提出
してください。

4 様式第3号-3 部
１宿舎１部提出。１事
業所につき４戸（４宿
舎）まで。

5 部

6 部
災害時協定書締
結時に提出する
書類になります

A 任意様式 部

B 様式第1号-4 部

C 部

D 様式第3号-4 部

（都様式第1号） 部

（都様式第1号-2） 部

（都様式第1号-3～4） 部

イ 部

◆

◆

交付申請書提出後に変更等が生じた際には、「様式第４号：交付申請変更・廃止届書」の提出が必要となる場合があります。

その他必要に応じて、書類の提出をお願いすることがあります。

住民票（写し） *
   ※取得より6か月以内のもの

誓約書

ア

令和７年度東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業
助成金の交付申請書（写し）

東京都助成金
の対象事業所
のみ

①助成金交付申請書（写し）

②助成金交付申請書・ア福祉避難所別、イ災害時
協定締結事業所別、ウ事業所別（写し）

③助成金交付申請書・宿舎別（写し）

令和７年度東京都介護職員宿舎借り上げ支援事業
助成金の交付決定通知書（写し）

入居確認及び雇用証明書 *

令和７年度　足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  提出書類一覧

（交付申請時）

アイの書類は、東京都の介護職員宿舎借り上げ支援事業の対象となる場合のみ提出してください。（対象外
の場合は提出不要）

○○○法人　　○○○○

※提出の必要がない場合は、
   斜線をひいてください。

提出書類

足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業
提出書類一覧

助成金交付申請書

助成金交付申請書（事業所別）
（１事業所につき１部）

助成金交付申請書（宿舎別）

賃貸借契約書（写し） *
（法人と貸主との間におけるもの）

災害時協定書（写し）

災害の発生時等における利用者の安否確認と避難誘
導及び要配慮者に対する支援の提供を行う従事者報告
書（写し）

（交付申請の時点で「宿舎及び入居者が確定していないもの」については、助成金の申請はできません。）

災害時協定締結事業所は、５・６の書類を交付申請時までの提出が必須です。提出できない場合は「災害要
件なし（補助率1/2）」となります

東京都から交付決定通知書を受理し

次第、別途提出してください。

東京都へ交付申請書を提出し次第、

別途提出してください。

記 入 例

提出書類を確認のうえ、法人
担当者が部数及び✔を入れ
てください。

事業計画時に提出していな
い場合は、必ず提出してくだ
さい。

災害時協定締結事業所で、事業
計画時に提出していない場合は、
必ず提出してください。



第３号様式（第７条関係）

（提出先）足立区長

法 人 名

法　　人
所 在 地

代 表 者
職 氏 名

1 助成金交付申請額               金 円

2 内訳

1 907,000 円

2 円

3 円

4 円

5 円

907,000 円 939,000 円 907,000 円

3

4

5

※1

※2

〔書類送付先〕  ＊通知文送付先が上記法人所在地と異なる場合は記入してください。
〒

令和〇〇 年〇〇 月〇〇 日

氏     名 ○○　○○

連絡先    TEL：０３－○○○○－○○○○ FAX：０３－○○○○－○○○○
区記入欄

e-mail abcdefghi@○○○○.com

送付先住所

〔事務取扱者〕

所    属 ○○部　○○課

ふ り が な ○○○○　○○○○

合         計

助成金交付申請書（事業所別） [様式第３号の２]

助成金交付申請書（宿舎別） [様式第３号の３]

添付書類（提出書類一覧にある必要書類）

様式第３号の２の「1.助成対象額」を記入してください。

「助成金交付申請額」は、「助成対象額合計」と「内示額」を比較し、少ない方の額を記入してください。

グループホーム　○○○

907,000

事業所名 助成対象額
※1

内示額 助成金交付申請額
※2

記  

○○○法人　　○○○○

東京都○○区○丁目○○番○○号

理事長　○○　○○

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  助成金交付申請書

  標記について、下記のとおり関係書類を添えて申請いたします。

印印印印

記 入 例

印鑑証明書と同じ印を
押印してください。

網掛け部分（３か所）は、エクセル
で入力した場合は、自動計算のう
え入力されます。

Ⓐ

事業所別に記入してください。
様式３－２が１枚の場合は、１行のみ
記入することになります。

様式３－２のⒷ欄「助成対
象額」を転記してください。

区から通知された内示
額を記入してください。

助成金交付申請額は、内示額を上回ることができま
せん。助成対象額と内示額とを比較して、いずれか少
ない方の額を記入してください。
なお、エクセルで入力した場合は、自動計算されます。

必ず記入してください。

通知文の送付先を法人所在地
ではなく、事業所等とする場合
に記入してください。法人所在
地と同じ場合は記入不要です。

mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com


様式第３号の２（第７条関係）

（提出先）足立区長

法 人 名

1  助成対象額 金    円

2  内訳

事 業 所 名 

所   在   地 

１ ○○　○○ 円

２ △△　△△ 円

３
◇◇　◇◇（～１／３１）
☆☆　☆☆（２／１～）

円

４ □□　□□ 円

円

（注）

※

合           計 907,000

様式第３号の３の「１ 助成対象額」を、対応する宿舎番号の欄に記入してください。なお、宿舎・入居者の変更により同一宿舎番号の宿舎別申請書が複数ある場合は、その合計
額を記入してください。

事業所が複数ある場合は、事業所毎にこの交付申請書を作成してください。

東京都足立区××町×丁目×番×号　××アパート○○○号室 140,000
◇◇ ◇◇は　１月３１日退職予
定
２月１日より☆☆ ☆☆で申請

東京都足立区□□町□丁目□番□号　メゾン□□○○○号室 168,000

東京都足立区〇〇町○丁目○○番○○号　○○マンション○○○号室 175,000

東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△莊△△△号室（～６／４）
東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△ハイツ△△号室（６／５～） 424,000 ６／５転居

東京都足立区○丁目○○番○○号

宿舎
番号

宿舎住所
（建物名・部屋番号まで記載すること）

入居者氏名
助成対象額

（注）
備     考

グループホームホーム　○○○

令和○○ 年○○ 月○○ 日

○○○法人　　○○○○

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  助成金交付申請書（事業所別）

907,000

記 入 例 ※１事業所につき１部作成してください。

この額を様式３－１のⒶ欄「助
成対象額」へ転記してください。

網掛けの欄は、エクセルで
入力した場合は、自動計算
のうえ入力されます。

転居や退職等により、宿舎住所や入居者が変更に
なり様式３－３が複数ある場合は、同宿舎番号内
に２段書き等にし、行は増やさないでください。
なお、助成対象額は合算のうえ記入してください。

Ⓑ

様式３－３のⒸ欄「助成対
象額」を転記してください。
ただし、同一宿舎の申請書
が複数ある場合は、合算
のうえ記入してください。

網掛けの欄は、エクセル
で入力した場合は、自動
計算のうえ入力されます。



様式第３号の３（第７条関係）

宿舎番号

4

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 318,000

0

支払年月日 R7 ・ 9 ・25
支   払   額 53,000

0 0 0 0 0 0 61,833 61,833 61,833 61,833 61,833 61,833 371,000

5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 31,800

0 0 0 0 0 0 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 339,198

0 0 0 0 0 0 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 339,198

0 0 0 0 0 0 49,000 49,000 49,000 49,000 49,000 49,000 294,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第３号の３）を作成してください。

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

令和○○ 年○○ 月○○ 日

○○○法人　　○○○○

8,833 8,833 53,000

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

8,833 8,833 8,833 8,833

1  助成対象額 294,000

2  内訳

種別

賃借料

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 □□　□□
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　７ 年　１０ 月　１ 日

令和　８ 年　３ 月３１ 日

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  助成金交付申請書（宿舎別）

法  人  名

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区□□町□丁目□番□号　メゾン□□○○○号室

この額を様式３－２のⒷ欄「助
成対象額」へ転記してください。

様式３－２の宿舎番号（１から４
まで）を記入してください。

記 入 例

礼金等を計上する場合は、
必ずこの欄に支払額を記
入してください。

当該年度の経費として支払った礼金等については、当該年度内の月数で礼
金等を除した額を各月に振り分けます。
この記入例の場合は、53，０００円を６月（１０月～３月）で除し、各月に計上
します。
なお、各月の小数点以下は切り捨てのため、その合計は支払額とは一致し
ません。

端数処理された対象月毎の合
計に関わらず、合計額は実支
出額となります。

網掛けの欄は、エクセルで入力した場
合は、自動計算のうえ入力されます。

直線距離を記入してください。

Ⓒ

災害時協定締結の有無を選択してください
はい(補助率7/8) いいえ(補助率1/2)



様式第３号の４（第７条関係）

１ 当法人が借り上げた宿舎であること

２

３ 要綱第２条第１号アに定める社会福祉法等の違反事実がないこと

４ 要綱第２条第１号イに定める該当の者がいないこと

５ 要綱第９条第７号に定める他の助成金と重複して交付を受けていないこと

本誓約書の内容に偽りその他の不正等があった場合は助成金の申請を取り下げます。

本誓約書の内容に偽りその他の不正等が助成金支給後に発覚した場合は助成金を返還します。

（提出先）足 立 区 長

法　 人　 名： 

代表者職氏名： 印

○○○法人　　○○○○

理事長　○○　○○

誓　約　書

　当法人は、足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金交付要綱（以下「要綱」とい

う。）に基づく申請にあたり、次のことを誓約いたします。

記

対象の借り上げ宿舎が当法人及び当該事業所の経営に携わる法人の役員が所有する

不動産ではないこと

　　　　年　　月　　日

記 入 例

印鑑証明書と同じ印を
押印してください。



様式第１号の４（第５条関係）

令和○○年○○月○○日

① 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金交付要綱別表第１に定める

介護保険サービス事業所に勤務し、職種は、介護職員、訪問介護員、

サービス提供責任者、生活相談員、支援相談員、介護支援専門員及び

計画作成担当者のいずれかである

② ①の職種として、実労働時間が就業規則に定める常勤職員の所定労働時

間の５割以上である

③ 当該法人の役員ではない

④

※ 斜体字部分は、いずれかを選択し〇をしてください

（甲） 法　 人　 名： 

代表者職氏名： 印

（乙） 氏　　　　名： 印

現　 住　 所：

○○○法人　　○○○○

理事長　○○　○○

△△　△△
東京都足立区○丁目○○番○○号

○○マンション○○○号室

雇 用 期 間 （採用）令和　３年　４月　１日 から   （退職）　　　　年　　月　　日まで

そ の 他

住居手当を受給していない。また、同居人（同一世帯の世帯員等）がいる場

合、その同居人も住居手当を受給していない

入居者負担額 　　月額１０，０００円

助 成 期 間 （開始）令和　７年　１１月　１日 から   （終了）令和　８年　３月３１日まで

勤 務 先 　グループホームホーム　○○○

入居確認及び雇用証明書

　○○○法人　○○○○　を甲、　△△　△△　を乙とする。甲は、乙の雇用について以下の

とおり証明する。また、借り上げ宿舎の入居に関し、甲乙間で以下のとおり確認する。

氏 名 　△△　△△

宿 舎 住 所
　東京都足立区○丁目○○番○○号　　○○マンション○○○号室

（建物名・部屋番号まで記入）

記 入 例
こちらも必ず記入し
てください。

入居者の負担額を記入してください。
（賃料ではありません。）

法人印は印鑑証明書
と同じ印を押印して
ください。



① 提出書類

② 実績報告書受付期間

令和８年３月１６日（月）まで　　必着

・

→

・ 提出書類ア 　「東京都へ提出した令和７年度助成金実績報告書（写し）」

※東京都助成金の対象事業所のみ

→

③ 提出先・お問い合わせ先

〒120-8510 足立区中央本町１－１７－１　足立区役所北館1階

足立区福祉部 高齢者施策推進室 介護保険課 介護事業者支援係 TEL 03-3880-5727

FAX 03-3880-5621

④ 提出方法

直接持参または郵送にて提出してください。

提出期限の時点で未払いの経費がある場合には、すでに支払済みの経費支払書の
写しを期限までに提出してください。未払い分については、支払い次第、速やか
に別途提出してください。

提出期限の時点ですでに東京都へ実績報告書を提出済みの場合は、都へ提出した
実績報告書（都様式4及び4-2～4-4）の写しを期限までに提出してください。東
京都へ未提出の場合は、都へ実績報告書を提出し次第、速やかに別途提出してく
ださい。

提出書類８　借り上げに係る経費支払書（領収書・振込利用明細・WEB振込明細等）
（写し）

ただし、下記の書類については以下の期日までに別途提出してください。

実績報告書の提出について

　交付申請書提出後、区からの交付決定を受けて、「足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業
助成金交付要綱」に基づき、書類を作成してください。

　なお、交付決定を受けた後に事業を廃止するときは、事前に区へ連絡のうえ、「交付申請
変更・廃止届出書（様式第４号）」を作成し提出してください。

「提出書類一覧（実績報告時）」に記載されている書類を提出してください。



◆ １番から１０番の書類は、提出必須です。

◆

◆ 実績報告の提出にあたり、下記の太枠内を記入し提出してください。

法人名

番号 様式等 提出部数
提出時

チェック欄
※

備考

1 本表 部

2 様式第6号-1 部
法人の総括表
です。１部提出
してください。

3 様式第6号-2 部
事業所が複数ある
場合は各１部提出
してください。

4 様式第6号-3 部
１宿舎１部提出してく
ださい。１事業所につ
き４戸（４宿舎）まで。

5 様式第6号-4 部

6 任意様式 部
助成期間内の
全ての明細が必
要です。

7 様式第6号-5 部

8 任意様式 部

9 様式第8号 部

10 別紙様式あり 部

代表者名と振込先
口座の名義が異な
る場合のみ提出して
ください。

（都様式第4号）

（都様式第4号-2）

（都様式第4号-3～4）

◆

◆

◆

実績報告の時点で未提出の書類がある場合には、上記提出書類に併せて提出してください。

交付決定後に事業を廃止する（実績報告を提出しない）場合には、「様式第４号：交付申請変更・廃止届書」の提出が必要で
す。
その他必要に応じて、書類の提出をお願いすることがあります。

東京都助成金
の対象事業所
のみ

①助成金実績報告書

②助成金実績報告書・ア福祉避難所別、イ災害時
協定締結事業所別、ウ事業所別（写し）

③助成金実績報告書・宿舎別

払込証明書

借り上げに係る経費支払書（領収書・振込利用明細・
WEB振込明細等）（写し）

請求書兼口座振替依頼書

委任状

ア

東京都へ提出した令和７年度東京都助成金実績報
告書（写し）

賃金台帳（写し）または給与明細書（写し）

令和７年度　足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業  提出書類一覧

（実績報告時）

アの書類は、東京都の介護職員宿舎借り上げ支援事業の対象となる場合のみ、東京都へ助成金実績報告書を
提出し次第、提出してください。（対象外の場合は提出不要）

※提出の必要がない場合は、
   斜線をひいてください。

提出書類

足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業
提出書類一覧

助成金実績報告書

助成金実績報告書（事業所別）
（１事業所につき１部）

助成金実績報告書（宿舎別）

実績報告時雇用状況等証明書

記 入 例

提出書類を確認のうえ、法人
担当者が部数及び✔を入れ
てください。

提出書類７「払込証明書」に
記載した順番に、提出書類８
の領収書等をＡ４サイズにコ
ピーして提出してください。

東京都へ実績報告書をすでに提出済
みの場合には提出が必須です。
（未提出の場合は、都へ提出し次第、
別途提出してください。）



様式第６号（第１１条関係）

（提出先）足立区長

標記について、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

1 助成金所要額　                      　　金 円

2 内訳

事業所名

1 グループホーム　○○○ 907,000 円

2 円

3 円

4 円

5 円

907,000 円 907,000 円 907,000 円

3

4

5

※1

※2

※3

   TEL：０３－○○○○－○○○○

〔書類送付先〕  ＊通知文送付先が上記法人所在地と異なる場合は記入してください。
〒

氏     名 ○○　○○

連絡先   FAX：０３－○○○○－○○○○
区記入欄

e-mail abcdefghi@○○○○.com

送付先住所

〔事務取扱者〕

所    属 ○○部　○○課

ふ り が な ○○○○　○○○○

 「助成所要額」は、「助成対象額合計」と「助成金交付予定額」を比較し、少ない方の額を記入してください。

助成対象額
※1

助成金交付決定額
※2

助成金所要額
※3

合         計

助成金実績報告書（事業所別） [様式6-2]

助成金実績報告書（宿舎別） [様式6-3]

添付書類（提出書類一覧にある必要書類）

様式6-2の「1.助成対象額」を記入してください。

 「助成金交付決定額」は、「交付決定通知書」に記載の額を記入してください。

令和〇〇 年〇〇 月〇〇 日

法 人 名 ○○○法人　　○○○○

所 在 地 東京都○○区○丁目○○番○○号

代 表 者
職 氏 名

理事長　○○　○○

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金　実績報告書

記  

907,000

印

記 入 例

印

印鑑証明書と同じ印を
押印してください。

網掛け部分（３か所）は、エクセル
で入力した場合は、自動計算のう
え入力されます。

様式６－２のⒷ欄「助成対
象額」を転記してください。

Ⓐ

助成金所要額は、助成金交付決定額を上回ることが
できません。助成対象額と助成金交付決定額とを比
較して、いずれか少ない方の額を記入してください。
なお、エクセルで入力した場合は、自動計算されます。

区から通知された交
付決定額を記入して
ください。

必ず記入してください。

通知文の送付先を法人所
在地ではなく、事業所等と
する場合に記入してくださ
い。

事業所別に記入してください。
様式６－２が１枚の場合は、１行のみ
記入することになります。

mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com
mailto:abcdefghi@○○○○.com


様式第６号の２（第１１条関係）

（提出先）足立区長

法 人 名

1  助成対象額 金　 円

2  内訳

事 業 所 名 

所    在    地 

１ ○○　○○ 円

２ △△　△△ 円

３
◇◇　◇◇（～１／３１）
☆☆　☆☆（２／１～）

円

４ □□　□□ 円

円

（注）

※

様式6-3の「1助成対象額」を、対応する宿舎番号の欄に記入してください。なお、宿舎・入居者の変更により同一宿舎番号の実績報告書が複数ある場合は、その合計額を記入して
ください。

事業所が複数ある場合は、事業所毎にこの実績報告書を作成してください。

東京都足立区□□町□丁目□番□号　メゾン□□○○○号室 168,000

合      計 907,000

東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△莊△△△号室（～６／４）
東京都足立区△△町△丁目△△番△△号　△△ハイツ△△号室（６／５～） 424,000 ６／５転居

東京都足立区××町×丁目×番×号　××アパート○○○号室 140,000
◇◇ ◇◇は　１月３１日退職
２月１日から☆☆☆☆が対象

東京都足立区〇〇町○丁目○○番○○号　○○マンション○○○号室 175,000

令和○○ 年○○ 月○○ 日

○○○法人　　○○○○

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金　実績報告書（事業所別）

907,000

グループホーム　○○○

東京都足立区○丁目○○番○○号

宿舎
番号

宿舎住所
（建物名・部屋番号まで記載すること）

入居者氏名
助成対象額

（注）
備考

記 入 例 ※１事業所につき１部作成してください。

この額を様式６－１のⒶ欄「助
成対象額」へ転記してください。

網掛けの欄は、エクセルで
入力した場合は、自動計算
のうえ入力されます。

様式６－３のⒸ欄「助成対
象額」を転記してください。
ただし、同一宿舎の申請書
が複数ある場合は、合算
のうえ記入してください。

Ⓑ

転居や退職等により、宿舎住所や入居者が変更に
なり様式６－３が複数ある場合は、同宿舎番号内
に２段書き等にし、行は増やさないでください。
なお、助成対象額は合算のうえ記入してください。

網掛けの欄は、エクセル
で入力した場合は、自動
計算のうえ入力されます。



様式第６号の３（第１１条関係）

宿舎番号

4

事業所名

サービスの種類

2.3 km 開始日

はい 終了日

金 円

4月分 5月分 6月分 7月分 8月分 9月分 10月分 11月分 12月分 1月分 2月分 3月分 合計  （円）

53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 53,000 318,000

0

支払年月日 R7 ・ 9 ・25
支   払   額 53,000

0 0 0 0 0 0 61,833 61,833 61,833 61,833 61,833 61,833 371,000

5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 5,300 31,800

0 0 0 0 0 0 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 339,198

0 0 0 0 0 0 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 56,533 339,198

0 0 0 0 0 0 49,000 49,000 49,000 49,000 49,000 49,000 294,000

備考

【注】 基準額　　1月あたり82,000円

※ この申請書は、宿舎一戸につき一枚作成してください。なお、宿舎・入居者に変更があった場合には、別葉（様式第６号の３）を作成してください。

選定額 [d]
（cと基準額とを比較し
少ない額）　　　【注】

助成対象額
 （1,000円未満切捨）

8,833 8,833 53,000

合計 [a]

入居者負担額 [b]

法人負担額 [c]
 （a-b）

8,833 8,833 8,833 8,833

共益費（管理費）

礼金及び更新料等

賃借料

認知症対応型共同生活介護 入居者氏名 □□　□□
＊同一宿舎に対象者が複数居住している場合は、下欄
  または備考欄に氏名と助成期間を記入してください。

助成期間
令和　７ 年　１０ 月　１ 日

令和　８ 年　３ 月３１ 日

1  助成対象額 294,000

2  内訳

種別

事業所から宿舎までの距離

災害時協定締結時

グループホームホーム　○○○ 宿舎住所
（建物名・部屋番号も記載）

東京都足立区□□町□丁目□番□号　メゾン□□○○○号室

○○○法人　　○○○○

令和○○ 年○○ 月○○ 日

（提出先）足立区長

令和７年度 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業　実績報告書（宿舎別）

法  人  名

礼金等を計上する場合は、
必ずこの欄に支払額を記
入してください。

当該年度の経費として支払った礼金等については、当該年度内の月数で礼
金等を除した額を各月に振り分けます。
この記入例の場合は、53，０００円を６月（１０月～３月）で除し、各月に計上
します。
なお、各月の小数点以下は切り捨てのため、その合計は支払額とは一致し
ません。

端数処理された対象月毎の合
計に関わらず、合計額は実支
出額となります。

網掛けの欄は、エクセルで入力した場
合は、自動計算のうえ入力されます。

様式６－２の宿舎番号（１から４
まで）を記入してください。

記 入 例

この額を様式６－２のⒷ欄「助
成対象額」へ転記してください。

直線距離を記入してください。

Ⓒ

災害時協定締結の有無を選択してください
はい(補助率7/8) いいえ(補助率1/2)



様式第６号の４（第１１条関係）

令和○○年○○月○○日

・ 退居した

・ 助成対象外の事業所へ異動となった

・ 足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金交付要綱第２条第３号

に定める対象職員に該当しなくなった

・ 長期間にわたる休暇・休業を取得した（その他④欄に詳細を記入）

・

①

② 上記の職種として、就業規則に定める常勤職員の所定労働時間の５割以

上の勤務実績がある

③ 申請宿舎に居住しており、長期間（３か月以上）不在にした事実はない

④ 助成期間開始日以降の長期間にわたる休暇・休業取得の有無

取得なし

取得あり   →  休暇・休業の種類：

※ 斜体字部分は、いずれかを選択し〇をしてください

法　 人　 名： 
印

代表者職氏名：

○○○法人　　○○○○

理事長　○○　○○

助 成 期 間

（開始）　令和７年１０月　１日 から   （終了）　令和８年　３月３１日まで

退職によらず、年度途中で助成期間が終了となった場合は、以下のいずれか

に○をしてください。

そ の 他

住居手当を受給していない者である。また、同居人（同一世帯の世帯員等）

がいる場合、その同居人も住居手当を受給していないことを確認済みである

期間：　　　　年　　月　　日 ～　　　　年　　月　　日 

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

勤 務 先 　グループホーム　○○○

雇 用 期 間 （採用）　令和３年　４月　１日 から   （退職）　令和　年　　月　　日まで

入居者負担額 　　月額　　１０，０００円

□介護職員　□訪問介護員　□サービス提供責任者　□生活相談員
□支援相談員　□介護支援専門員　□計画作成担当者

職　　　種
（該当する職種に☑）

実績報告時雇用状況等証明書

令和７年度足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業の助成対象者の雇用状況等について、次のとお

り証明します。

氏 名 　□□　□□

宿 舎 住 所
　東京都足立区□□町□丁目□番□号　メゾン□□○○○号室

（建物名・部屋番号まで記入）

記 入 例

法人印は印鑑証明書
と同じ印を押印して
ください。

１か月以上にわたる休暇・休業を取得した
場合は「取得あり」に○をしてください。
「取得あり」の場合は、休暇・休業の種類
（病気休暇、産前産後休業、介護休業、
等）を記入してください。

様式６－３（宿舎別）の助成期間と
同一の日付を記入してください。

入居者の負担額を記入してください。
（賃料ではありません。）



様式第６号の５（第１１条関係）

令和○○年○○月○○日
（提出先）足立区長

法人名

代表者
職氏名

1.　宿舎住所

2.　入居者氏名

3.　内訳

賃料
共益費

（管理費）
礼金・
更新料等

R7.4.25
R7. 5月

礼金
43,860 2,737 80,000 126,597 200,000 326,597

敷金、鍵交換代は対象外
請求明細書参照

R7.5.25 R7. 6月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R7.6.25 R7. 7月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R7.7.25 R7. 8月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R7.8.25 R7. 9月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R7.9.25 R7.10月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R7.10.25 R7.11月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R7.11.25 R7.12月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R7.12.25 R8. 1月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R8.1.25 R8. 2月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

R8.2.25 R8. 3月 80,000 5,000 85,000 3,000 88,000 駐車場代は対象外

0 0

0 0

0 0

0 0

843,860 52,737 80,000 976,597 230,000 1,206,597

備考

合計

支払
年月日

対象月等

助成対象経費

計
助成対象外

経費
支払額
合計

○○　○○

○○○法人　　○○○○

理事長　○○　○○

払込証明書

令和７年度足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業の経費につき、以下のとおり支払ったことを証明します。

東京都足立区○丁目○○番○○号　○○マンション○○○号室

記 入 例

印鑑証明書と同じ印を
押印してください。

支払った日付ごと、また経
費支払書の支払明細ごと
に１行を使用し記入してく
ださい。

経費の内容を記入
してください。

助成対象外経費の内容を
記入してください。書ききれ
ない場合は、〇〇代等と記
入してください。様式６－３の「２ 内訳」の「合

計 [a]」の合計額と一致させ
てください。

網掛けの欄は、エクセルで入
力した場合は、自動計算のう
え入力されます。



様式第８号（第１３条関係）

銀　　行

信用金庫

信用組合

農　　協

預金種別

口座番号

（フリガナ）

口座名義人

令和　　年　　月　　日

（提出先）足　立　区　長

印

注　　意
１．預金種別は該当のものを〇で囲んでください。
２．口座番号、名義は法人代表者の口座番号、名義を記載してください。
　　＊他の名義または別法人の口座に振り込むときは、別途、委任状が必要です。

３．印鑑証明書と同じ印を本書に押印してください。 

法　人　名：○○○法人　　○○○○

代表者職・氏名：理事長　○○　○○

（添付書類）　確定通知書（写）

振

込

口

座

１．普通　　　２．当座　　　３．貯蓄

1234567

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ○○○ ｼｾﾂﾁｮｳ △△　△△

グループホーム○○○　施設長　△△　△△

法人所在地：東京都○○区○丁目○○番○○号

請 求 書 兼 口 座 振 替 依 頼 書

金　　　907,000　　　円

　ただし、令和　　年　　月　　日付　　　　　第　　　　号決定令和　７年度足立

区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金として、上記の金額を請求します。

　支払金額については、下記口座へ振込み願います。

振 込 先
金融機関 ○○○ ○○○

本　店

支　店

出張所

この箇所は空欄のまま
で提出してください。

振込先口座の名義が法人代表者と異なる場
合は、別紙の「委任状」を提出してください。

印鑑証明書と同じ印を
押印してください。

記 入 例

日付は空欄のまま提出してください。



私は、 を

代理人と定め下記の事項を委任します。

令和　　年　　月　　日

（提出先）足立区長

委任者 住所 東京都○○区○丁目○○番○○号

法人名 ○○○法人　　○○○○

代表者職・氏名 理事長　○○　○○

受任者 住所 東京都足立区○丁目○○番○○号

氏名 グループホーム　○○○

施設長　△△　△△

　グループホーム○○○　施設長　△△　△△

記

令和７年度足立区介護職員宿舎借り上げ支援事業助成金の
受領に関する件

委　任　状

※振込先口座の名義が法人代表者と異なる場合のみ提出し

てください。
記 入 例

請求書兼口座振替依頼書の
「口座名義人」欄と同一としてく
ださい。

受任者の住所・氏名を記入してください。
なお、受任者の氏名は、請求書兼口座振替依頼書
の「口座名義人」欄と同一としてください。

印鑑証明書と同じ印を
押印してください。

印

委任者は、請求書兼口座振替依頼書

に記入した法人住所・法人名・代表
者職・氏名と同一としてください。

日付は空欄のまま提出してください。


